
②取組の目的

平成２７年度　計画 平成２７年度　結果

議題 ７

①取組項目名 　公共施設のマネジメント

　本市の公共施設マネジメント実行計画に基づき、公共施設に関する将来的な財政
負担を軽減するための取組みを進める。

③現在の目標 　今後４０年間で施設の保有量を２４．２％削減（平成６７年度）　　　　・・・　資料１

　北九州市行財政改革大綱に定
められた本市の公共施設マネジメ
ント方針等を踏まえ、各施設所管
局等において、施設分野別の実
行計画を策定する。

　平成２７年５月に「北九州市公共施設マネジメ
ントの考え方【方向性】」を公表し、地元説明会や
シンポジウムの開催により周知を図るとともに、
市民アンケートの実施結果なども踏まえ、１１月
に「北九州市公共施設マネジメント実行計画（素
案）」を公表した。
　その後、施設利用者や自治会関係者等へ説明
して意見を聞くとともに、パブリックコメントの意見
や議会での議論をもとに、平成２８年２月に「北
九州市公共施設マネジメント実行計画」を策定し
た。その中で市営住宅や学校、市民利用施設等
の施設分野別の実行計画を示した。

④目標達成に向
けた取組み

　　今年２月に策定した「北九州市公共施設マネジメント実行計画」に基づき、市民
への説明として、市政だよりへの記事掲載（４／１５号）や講演会の開催（１０月）等
により、公共施設マネジメントの周知を図っている。
　「５ヶ年行動計画」については、現在、各施設の所管課にヒアリングを行うなど、施
設分野毎に調整を行っているところである。なお、行動計画の調整を待たずにすぐ
に着手できるものは、順次取組みを進めており、例えば、市民利用施設である「勤労
青少年ホーム」について、利用団体や自治会に対する説明や意見聴取を行ってい
る。
　また、公共施設マネジメント実行計画に関連することとして、今年２月以降、公共施
設のコンクリート等の落下事故が続いたことを受けて、庁内プロジェクトチームを設
置し、今後の公共施設の維持保全の方向性についてまとめた。
　公共施設マネジメントの市民説明状況については、別紙「市民説明実績」のとお
り。

⑤これまでの取組状況

取組内容

平成２６年度　計画 平成２６年度　結果

　北九州市行財政改革大綱に定
められた本市の公共施設マネジメ
ント方針等を踏まえ、各施設所管
局等において、施設分野別の実
行計画等を策定する。

　平成２７ 年度中の施設分野別実行計画の策定
に向けて、所管課との調整作業を行うなど、取り
組みを着実に進めた。



市民説明実績 

○説明会の実施（出前講演含む） 

【実施概要】  公共施設マネジメントの必要性、本市の今後の取組みについて、丁

寧に市民に説明することで、公共施設のあり方について考える契機に

してもらうため、経済団体や市民団体、自治会などに対し、説明会を

実施。 

【実施時期】 平成２６年４月１日～平成２８年１１月３０日現在 

【実施回数】 平成２６年度：   ２０回  

平成２７年度：   ７６回  

平成２８年度：   ２２回    合計   １１８回 

【参加者数】 平成２６年度：   ７３０人 

       平成２７年度：１，５７６人 

       平成２８年度：  ５９３人   合計 ２，８９９人  

○シンポジウムの開催 

 平成２６年度  

【実施概要】 公共施設マネジメントの必要性、本市の今後の取組みについて、  

丁寧に市民に説明することで、公共施設のあり方について考える契機

にしてもらうため、シンポジウムを開催した。 

【実施時期】     ７月２９日 

【参加者】      ３５５名 

【アンケート回答数】 ２８１件 

 平成２７年度 

 【実施概要】 本市の公共施設を取り巻く現状と課題、公共施設マネジメントの

必要性、平成２７年５月に公表した「北九州市公共施設マネジメント 

考え方（方向性）」について、市民の理解を促進するとともに、市民  

意見の集約を図るため、シンポジウムを開催した。 

【実施時期】     ８月７日 

 【参加者】      ２７３名 

 【アンケート回答数】 １９９件 

別 紙



平成２８年度 

【実施概要】  平成２８年２月に策定した「北九州市公共施設マネジメント実行

計画」について市民周知を図るため、講演会を開催した。 

【実施時期】     １０月２７日 

【参加者】      １５０名 

【アンケート回答数】 １２０件 

○無作為抽出アンケートの実施 

平成２６年度 

【実施概要】  公共施設に関する市民の考え方を把握するため、無作為抽出した  

２０歳以上の市民３，０００人を対象にアンケート調査を実施した。 

【実施時期】 １０月１４日～１１月４日、１２月公表      ・・・資料２ 

平成２７年度 

【実施概要】  平成２７年５月に公表した「方向性」に対する市民意見を集約し、 

「素案」への反映を行うため、無作為抽出した２０歳以上の市民  

３，０００人を対象にアンケート調査を実施した。 

【実施時期】 ８月２１日～９月１０日、１１月公表       ・・・資料３ 
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第７章 施設保有量削減及び財政負担軽減の見通し 

１．４０年後の施設量の見通し

この実行計画では、施設の廃止や集約、複合化や多機能化、更新時の規模の見直し

等、様々な取組みを進めることで、40 年後の施設量は約 24.2％削減される見込みとな

りました。 

表 7-1-1 40 年後の施設量（見通し） 

施設分野名 
現在の施設量 

(H27.3 末) 
40 年後の施設量 削減率 

市営住宅 2,083 千㎡ 1,437 千㎡ 31.0％ 

学校施設 1,372 千㎡ 1,062 千㎡ 22.6％ 

市
民
利
用
施
設

地域コミュニティ施設 100 千㎡ 92 千㎡ 8.5％ 

市民活動拠点施設 44 千㎡ 29 千㎡ 35.9％ 

市民会館・文化ホール 63 千㎡ 55 千㎡ 12.7％ 

図書館（小倉南図書館含む） 27 千㎡ 25 千㎡ 9.7％ 

青少年施設 26 千㎡ 14 千㎡ 45.6％ 

スポーツ施設 91 千㎡ 79 千㎡ 13.9％ 

その他 624 千㎡ 526 千㎡ 15.6％ 

 計 975 千㎡ 820 千㎡ 15.9％ 

その他の行政施設 208 千㎡ 196 千㎡ 5.3％ 

全体 4,638 千㎡ 3,516 千㎡ 24.2％ 

資 料 １
北九州市公共施設マネジメント実行計画（平成28年2月）より抜粋
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２．財政負担軽減の見通し

現在の公共施設を全て保有し続けた場合、今後 40 年間での更新費や改修費に必要な

費用について、総務省モデルをベースに試算したところ、年平均で約 301 億円という結

果でした。 

一方、近年、本市の公共施設の更新や改修工事に要している経費は、年平均で約 180

億円となっており、将来的な必要額とは大きくかい離しています。 

(億円) 
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大規模改修 建替え 40年平均コスト 投資的経費平均

301億円/年

180億円/年

図 7-2-1 総務省モデルによる事業費の試算（大綱策定時） 

この実行計画では、まず、建物の長寿命化に取り組むことでライフサイクルコストの

縮減を図り、同時に、施設の廃止や集約、複合化や多機能化、更新時の規模の見直し

などによって施設量を削減することで、更新費用や改修費用の削減を図りました。 

その結果、今後 40 年間に必要と見込まれる更新・改修費用の試算は、年平均で約 179

億円となりました。なお、今回の実行計画の中で廃止を検討する施設については、廃

止したものとして試算しています。また、平成 50 年頃以降、市営住宅での民間住宅の

活用に要する経費が見込まれますが、今回の試算では計上していません。その結果を

次頁に示します。 
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(億円) 
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その他の施設の修繕費 学校施設の修繕費 市営住宅修繕費 その他の施設の更新費

学校施設の更新費 市営住宅の更新費 運営費の削減効果 前半40年間平均コスト

門司港地域複合施設

大里地域複合施設

40年間の運営費削減総額886億円：（年平均22億円）

179億円/年

（長寿命化の考え） 
①築 50 年を超える(1962 以前)建物は、耐用年数を 60年 
②築 31年～50年(1963~1982)の建物は、耐用年数を 70 年 
③新 築 ～ 3 0 年(1983~2012)の建物は、耐用年数を 80年 

②のうち 1000 ㎡以上の行政庁舎を 80 年まで使用 
本庁舎、総合体育館、美術館、第二庁舎、アルモニーサンクなど 

図 7-2-2 公共施設マネジメントによる公共事業費の推計 

また、公共施設を存続するためには、ハードの更新や改修費用だけでなく運営費用も

必要であり、施設を廃止することは、運営に要する費用を将来にわたって削減すること

にほかなりません。 

そこで、この実行計画に取り組むことで、今後 40 年間の運営費の削減効果額につい

て試算したところ、その削減効果額は総額で約 886 億円となりました。 

このように、今後 40 年間での建物の更新や改修に要する費用については、マネジメ

ントに着実に取り組むことで、概ね現水準での財政規模相当まで軽減されるという見通

しとなりました。



資料-4 

〇市民アンケート結果〔抜粋〕（実施期間：平成 26年 10 月 14 日～11 月 4 日）

（回答者の属性） 

・本市の公共施設の現状と課題について 

  本市の公共施設は、高度経済成長期に集中して整備さ

れており、近い将来に一斉に老朽化を迎えることが予想

されます。一方で、少子高齢化の進行などにより自治体

の財政状況がますます厳しくなることが予想される中、

公共施設の老朽化対策が全国の自治体共通の課題とな

っています。 

こうした本市の公共施設を取り巻く現状と課題につ

いて、どう思うかおたずねしました。

「重要な問題である」という回答は約５６％、「どち

らかと言えば問題である」という回答は約３７％で、こ

れらを合わせると、公共施設の現状と課題について問題

に感じているという回答は約９３％となっています。 

こうした回答結果は、「性別」「年齢」「居住区」「職業」ごとにみても同様の傾向となって

います。 

・公共施設に関する本市の方針について 

本市では、平成２６年２月に「北九州市行財政改

革大綱」を策定し、公共施設の保有量を「少なくと

も今後４０年間で２０％削減」するという長期目標

を定め、市民の皆さんのご理解をいただきながら、

取組みを進めていくことにしています。 

  この市が掲げている長期目標について、どう思う

かおたずねしました。 

「市の長期目標のとおりでよい」という回答は 

約５４％、また、「もっと厳しい目標を掲げて取り

組むべきである」という回答は約３０％となってい

ます。 

これらを合わせると、４０年間で２０％以上の保有量削減をすべきという回答が約８４％

となっています。こうした回答結果は、「性別」「年齢」「居住区」「職業」ごとにみても

同様の傾向となっています。 

資 料 ２
北九州市公共施設マネジメント実行計画（平成28年2月）より抜粋
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・公共施設の利用状況について 

 本市が保有する多くの公共施設のうち、

行財政改革大綱に記載された一部の公共

施設について、どれくらい利用しているか

おたずねしました。 

右図のとおり、施設によってさまざまな

結果となっています。 

※生涯学習センター（１１施設）には、婦人会館及び旧

八幡西生涯学習センターを含む 

※図書館（２０施設）には、旧戸畑図書館及び旧大池分

館を含む 

・今後の市の対策について 

公共施設は、設置や改修にかかる費用

のほか、運営・維持管理など色々な費用

がかかるため、他の自治体では、１つの

土地・建物に複数の施設を集約させる「複

合化」や、１つの施設を複数の用途に使

い分ける「多機能化」をはじめとして、

さまざまな費用削減の取組みが行われて

います。 

こうした取組みについて、どう思うか

おたずねしました。 

「大いに進めるべきである」「できるだ

け進めた方がよい」という回答を合わせ

た割合が高い順番に並べると、右図のと

おりとなりました。 

1.9％

7.6％

0.8％

0.9％

1.5％

4.2％

5.1％

2.9％

10.8％

0.6％

2.0％

5.7％

15.5％

1.1％

7.4％

14.1％

30.2％

3.2％

14.3％

47.1％

35.6％

11.6％

24.2％

72.6％

42.2％

86.0％

72.7％

36.2％

34.2％

71.0％

49.7％

週１回以上
利用している

月に数回
利用している

年に数回
利用している その他

利用した
ことがない 未回答

生涯学習センター

（１１施設）

文化施設

（１９施設）

図書館

（２０施設）

青少年施設

（１６施設）

スポーツ施設

（９０施設）

市民センター

（１３４施設）

勤労青少年ホーム

（３施設）

男女共同参画施設

（３施設）

0.8％

67.0％

43.7％

42.9％

38.1％

46.1％

31.6％

26.3％

25.1％

12.1％

9.5％

6.7％

28.3％

46.9％

47.1％

51.8％

40.2％

51.0％

46.6％

46.8％

29.5％

28.4％

26.4％

1.5％

6.1％

5.7％

6.8％

9.5％

13.3％

20.7％

21.4％

52.2％

55.1％

60.3％

大いに進める
べきである

できるだけ
進めた方がよい

進めるべき
ではない 未回答その他

利用していない市の土地や施設を売却・賃貸して

収入を得る

施設機能や仕様が同じような施設は廃止・統合に

よって施設数を減らす

計画的に施設のメンテナンス（予防保全）を行なう

ことにより、施設や設備を長寿命化させる

複合化・多機能化によって施設の数や規模を

減らす

施設の建替えや管理運営に、民間のノウハウや

資金を活用する

近隣自治体と共同で施設を建設・運営することに

よって施設数を減らす

施設を減らし、その代わりに民間施設（貸会議室

やスポーツクラブ等）の利用に対して助成する

地域活動に密着した施設は、地域住民が所有・

維持管理を行う

開館時間の短縮等、施設におけるサービス水準を

引き下げる

施設の建設や建替えにあたり、特別な税金等の徴収を

行い、利用者だけでなく市民全体で負担する

施設の利用料金を引き上げる
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○方向性に関するアンケート結果〔抜粋〕（実施期間：平成 27年 8月 21 日～9月 10 日） 

１ 回答者の属性 

アンケートに回答していただいた１，２１０人の属性は以下のとおりです。 

性別 年齢 居住区 職業 

男性

(40.3％)
女性

(57.9％)

未回答

(1.8％)
20歳代

(5.2％) 30歳代

(11.7％)

40歳代

(16.4％)

50歳代

(16.9％)

60歳代

(25.5％)

70歳代

以上

(23.5％)

未回答

(0.7％)

門司区

(10.6％)

小倉北区

(16.9％)

小倉南区

(21.2％)

若松区

(9.4％)

八幡東区

(7.0％)

八幡西区

(26.5％)

戸畑区

(7.9％)

未回答

(0.5％) 自営業

(5.5％)

会社員

(25.8％)

公務員

(4.7％)

ﾊﾟｰﾄ

ｱﾙﾊﾞｲﾄ

(15.5％)

専業主婦

・主夫

(21.3％)
学生

(0.7％)

無職

(22.5％)

その他

(3.1％)

未回答

(0.8％)

２ 公共施設の利用状況 

本市が保有する多くの公共施設の

うち、主な市民利用施設について、

どれくらい利用しているかおたずね

しました。 

■回答結果 

現在、施設を定期的に利用してい

る方（「週１回以上」と「月１回以上」

と「年数回」の利用者の合計）は、

市民センター（３０．５％）、と図書

館（３２．５％）以外は非常に少な

い状況です。 

資 料 ３北九州市公共施設マネジメント実行計画（平成28年2月）より抜粋
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３ 計画策定にあたっての基本方針 

「方向性」において、計画策定にあたっての基本方針として、「将来における財政負担を軽減

する取組み」を基本コンセプトに、８つの考え方を示しています。 

(1) 施設の集約と利用の効率化 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

① 設置当初の使命・役割が薄れた施設などは廃止する。 

② 必要な施設は、利便性の高い場所に集約する。 

③ 施設を減らしても、残った施設を効率的に運営して稼働率を上げることで、サービス水

準極力低下させない。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ進めた方がよい」の合計）は、 

①が８６．３％、②が８１．５％、③が８６．７％となっています。 

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。 

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない その他 未回答

① ② ③ 

(2) 民間施設・ノウハウの活用 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

①民間の施設やノウハウを活用したサービス提供を検討する。 

②民間の資金・ノウハウを活用した施設整備、管理・運営の民営化を進める。 

■回答結果 

 賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ進めた方がよい」の合計）は、 

①が８５．４％、②が７５．６％となっています。 

 属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。 

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない その他 未回答

① ② 
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(3) 市民センターを中心とした地域コミュニティの充実 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

① 市民センターは存続させ、機能を強化する。 

② 年長者いこいの家は、地域での所有・運営を基本に、地域の自主性に委ねる方向で検討

する。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ進めた方がよい」の合計）は 

①が８５．３％、②が７４．４％となっています。 

属性ごとの回答結果は、①については、「若松区」で賛成が特に多く、「２０歳代」で賛成

が特に少なくなっています。②については、ほぼ同様の傾向となっています。   

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない その他 未回答

① ② 

(4) 特定目的施設や利用形態の見直し 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

① 特定目的をなくし、誰でも利用しやすい施設にする。 

② 休館日や利用形態などを見直し、利用効率を向上させる。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ進めた方がよい」の合計）は、 

①が８８．４％、②が９０．９％となっています。 

  属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。 

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない その他 未回答

① ② 
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(5) 施設の長寿命化 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

○施設の長寿命化により、ライフサイクルコスト 

（建物の設計から解体に至るまでにかかる全ての 

費用）を縮減する。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ進

めた方がよい」の合計）は、８６．３％となっています。 

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。 

(6) 利用料金の見直し 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。

① 施設の維持管理費を税金と利用者で負担している現状を踏まえ、 

受益と負担のあり方から利用料金や減免制度を見直す。 

② 施設・設備を専有的に利用する場合は、全ての利用者から 

料金を徴収することを検討する。 

③ 公共施設に併設している駐車場については有料化を検討する。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ進めた方がよい」の合計）は、 

①が７８．１％、②が６６．４％、③が３５．９％となっています。 

属性ごとの回答結果は、①については、「３０歳代」で賛成が特に多くなっています。 

②については、「自営業」で賛成が特に多く、「専業主婦・主夫」で賛成が特に少なくなっ

ています。③については、ほぼ同様の傾向となっています。    

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない その他 未回答

① ② ③ 

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答
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(7) まちづくりの視点からの資産の有効活用 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

○余剰資産は、民間売却等を基本としつつ、積極 

的に活用する。 

■回答結果 

 賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できる

だけ進めた方がよい」の合計）は、８６．０％とな

っています。 

  属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となって

います。 

(8) 外郭団体への譲渡を検討 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

○外郭団体（市が人的・財政的に支援している団 

体）が運営し、将来的にも収益性のある施設は、

当団体への譲渡の可能性を検討する。（修繕等の

維持管理も含めて独立採算制で行う。） 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できる

だけ進めた方がよい」の合計）は、７５．０％とな

っています。 

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となって

います。 

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答
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４ 施設分野別実行計画の方向性 

「施設分野別実行計画」は、４０年後に市が保有する施

設量（延床面積）を、少なくとも２０％削減するために、

施設分野ごとに策定する計画です。

(1) 市営住宅 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。

○市営住宅は、できるだけ長く活用することにより、

平成 50 年頃（約 25 年間）まで戸数は大きく減少し

ない。その後、耐用年数を超えた老朽住宅を削減す

ることになるが、世帯数の状況等を踏まえながら、

民間の空き住宅を活用することなどにより、必要な

サービス水準は維持する。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ 

進めた方がよい」の合計）は、８３．５％となっています。 

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。   

(2) 学校施設 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

○現在、小中学校には、１校ごとにプールが設置され

ているが、民間プールを活用することや、1校のプー

ルを複数校で共用することなどで、費用を節減する。

この場合、児童・生徒の移動手段・費用の確保を前

提とする。 

■回答結果 

 賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できる

だけ進めた方がよい」の合計）は、４６．９％となっ

ています。 

属性ごとの回答結果は、「６０歳代」で賛成が特に多

く、「３０歳代」「４０歳代」「八幡東区」「戸畑区」で

賛成が特に少なくなっています。 

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答
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(3)-1 市民センター及びその他の地域施設 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。

○市民センターは、小学校区単位を基本に地域住民の

活動等の拠点施設として設置・利用されていること

から、施設の建替えにあたっては、多世代が交流で

きるよう、放課後児童クラブとともに、可能な限り

小学校などとの複合化を図る。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ

進めた方がよい」の合計）は、８６．８％となっていま

す。 

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。 

(3)-2 生涯学習センター・勤労青少年ホーム・男女共同参画施設 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。

○施設の更新にあたっては、類似施設の配置状況など

も勘案したうえで、交通利便性の高い地域への集約

を図る。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ

進めた方がよい」の合計）は、８３．１％となっていま

す。

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。

(3)-3 市民会館・文化ホール 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

○市を代表するような中核施設（ソレイユホール〈旧

厚生年金会館〉、芸術劇場〈リバーウォーク内〉など）

以外は、適正規模の見直しや、生涯学習センターな

どの他施設との複合化を進める。

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ 

進めた方がよい」の合計）は、８３．８％となっています。 

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答
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(3)-4 図書館 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

○小倉北区の中央図書館と各区の地区図書館（小倉南

区は整備中）は 7館体制とし、市内 11 の分館につい

ては、地区図書館の整備状況や人口動態、利用状況

等の推移をみながら縮減をしていく。縮減にあたっ

ては、図書の貸出・返却方法の拡大など、図書館サ

ービスの充実に努めながら行う。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ

進めた方がよい」の合計）は、７０．１％となっています。 

属性ごとの回答結果は、「自営業」で賛成が特に多く

「公務員」で賛成が特に少なくなっています。 

(3)-5 青少年施設 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

○少年自然の家、青少年の家、青少年センター、キャ

ンプセンターなど宿泊施設を含む多様な体験型施設

が市内に配置されているが、社会の変化とともに利

用形態も変化しており、当初の役割を終えつつある

ものがある。こうした状況を踏まえ、宿泊型施設や

キャンプ場は、拠点となる施設に集約・強化する。

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ 

進めた方がよい」の合計）は、８２．５％となっています。 

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。 

(3)-6 スポーツ施設 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。 

○国際・全国大会など大規模大会を誘致可能とする拠

点施設は必要な公認・正規規格を確保する。県・市

内大会などの一般競技大会施設は、大会開催に必要

な施設量を確保する。日頃の練習や健康づくりの場

として利用する施設（競技大会に利用しない規模）

について、利用の効率化を図るとともに、学校や民

間施設の活用を図り、適正規模の見直しを進める。 

■回答結果 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ 

進めた方がよい」の合計）は８４．９％となっています。 

属性ごとの回答結果も、ほぼ同様の傾向となっています。 

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい

できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない

その他

未回答
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６ モデルプロジェクトの方向性 

「モデルプロジェクト」は、市内の中でも老朽化施設が集中する門司港地域、大里地域にお

いて、他地域に先駆けて、施設分野別実行計画の考え方に基づき策定する再配置計画です。 

(1) 門司港地域 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。

① 中心市街地に点在する公共施設を集約し、利便性の高い駅周辺に再配置する。 

② 市民利用施設の集約にあたっては、利用実態に合わせて規模を見直し、全体面積を縮減

する。 

③ 国の登録有形文化財である門司区役所庁舎については、建物を維持・保存するための費

用を伴うが、区役所機能移転後も別用途で利活用を図る。 

■回答結果（門司のことをよくご存知の方のみの任意回答：４１９名） 

 賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ進めた方がよい」の合計）は、

①が７７．３％、②が８０．４％、③が７７．６％となっています。 

属性ごとの回答結果は、①については、ほぼ同様の傾向となっています。②については、

「５０歳代」「公務員」で賛成が特に多くなっています。③については、「４０歳代」で賛

成が特に多く、「６０歳代」で賛成が特に少なくなっています。   

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない その他 未回答

① ② ③ 
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 (2) 大里地域 

以下の内容について、どう思うかおたずねしました。

① 競輪場跡地に、近隣のスポーツ施設や勤労婦人センターなどの公共施設を集約し、再配

置する。 

② 競輪場跡地については、再配置の用途以外は、公園や住宅として活用を図る。 

③ 出張所は、交通利便性などを考慮し、競輪場跡地への集約は行なわず、駅周辺に再配置

する。 

■回答結果（門司のことをよくご存知の方のみの任意回答：４１９名） 

賛成意見（「大いに進めるべきである」と「できるだけ進めた方がよい」の合計）は、 

①が８１．２％、②が８１．４％、③が８０．７％となっています。 

属性ごとの回答結果は、①については、「５０歳代」で賛成が特に多く、「無職」で賛成が

特に少なくなっています。②については、「６０歳代」「無職」で賛成が特に少なくなってい

ます。③については、「公務員」で賛成が特に多くなっています。   

大いに進めるべきである できるだけ進めた方がよい できるだけ進めない方がよい 進めるべきではない その他 未回答

① ② ③ 


